
き し わ だ 議 会 だ よ り 第186号(4) 令和3年(2021年) 11月1日

①
今
年
５
月
に
災
害
対
策
基
本
法
が
改
正
さ
れ
、
避
難
行
動

要
支
援
者
の
個
別
避
難
計
画
作
成
が
市
の
努
力
義
務
と
な
っ

た
。
ま
た
、
福
祉
避
難
所
の
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
が
改
定
さ
れ
、

高
齢
者
や
障
害
者
な
ど
一
般
の
避
難
所
で
の
生
活
が
困
難
な

要
配
慮
者
は
、
福
祉
避
難
所
へ
の
直
接
避
難
が
可
能
に
な
っ

た
。
個
別
避
難
計
画
作
成
に
当
た
っ
て
は
、
地
方
交
付
税
を

活
用
し
、
日
頃
か
ら
要
配
慮
者
と
関
わ
る
福
祉
専
門
職
や
福

祉
委
員
な
ど
と
連
携
し
て
、
福
祉
避
難
所
へ
の
直
接
避
難
も

考
慮
し
た
実
効
性
が
高
い
計
画
と
す
べ
き
で
あ
る
。

②
避
難
所
職
員
や
避
難
者
が
外
部
と
正
確
に
情
報
を

共
有
で
き
る
よ
う
、
避
難
所
と
な
る
市
民
セ
ン
タ
ー

や
学
校
に
、
Ｗ
ｉ
ー
Ｆ
ｉ
環
境
を
早
期
に
整
備
す
べ

き
で
あ
る
。

個
別
避
難
計
画
と
避
難
所
の
環
境
整
備

個
別
避
難
計
画
と
避
難
所
の
環
境
整
備

市政に関する市政に関する 一 般 質 問一 般 質 問
( 公明党 )( 公明党 )
南　加代子南　加代子

①
コ
ロ
ナ
感
染
拡
大
で
自
宅
療
養
者
が
増
え
て
い
る
が
、
市

は
実
態
を
把
握
し
て
い
な
い
。
保
健
所
と
連
携
し
て
実
態
を

把
握
し
、
市
と
し
て
も
積
極
的
に
支
援
す
べ
き
で
あ
る
。
ま

た
、
感
染
リ
ス
ク
を
抑
え
る
た
め
、
Ｐ
Ｃ
Ｒ
検
査
や
抗
原
検

査
の
推
進
を
求
め
る
。

②
災
害
時
に
避
難
所
と
な
る
学
校
施
設
は
老
朽
化
し
て
お
り
、

計
画
的
な
改
修
が
必
要
で
あ
る
。
ま
た
、
体
育
館
は
ス
ペ
ー

ス
が
広
く
、
コ
ロ
ナ
禍
に
お
い
て
は
密
を
避
け
た
避
難
場
所

と
し
て
重
要
な
役
割
を
担
う
た
め
、
熱
中
症
対
策
と

し
て
の
エ
ア
コ
ン
設
置
と
避
難
者
が
通
信
手
段
を
確

保
す
る
た
め
の
Ｗ
ｉ
ー
Ｆ
ｉ
整
備
が
必
要
で
あ
る
。

こ
れ
ら
に
関
し
て
年
次
的
な
計
画
を
立
て
、
予
算
化

す
る
こ
と
を
求
め
る
。

新
型
コ
ロ
ナ
対
策
、
学
校
園
の
修
繕
な
ど
に
つ
い
て

新
型
コ
ロ
ナ
対
策
、
学
校
園
の
修
繕
な
ど
に
つ
い
て

( 日本共産党 )( 日本共産党 )
岸田　厚岸田　厚
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口

会 派 名 維 共 維 誠 未 維 未 公 無 公 次 公 公 次 公 次 公 誠 次 誠 次 共 共 共

 議案第 62 号　岸和田市特定個人情報保護条例の一部改正に

　　　　　　　ついて
○ × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

議

長
○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × × × 可　決

　国がデジタル庁を設置したことに伴い、行政機関同士
が特定個人情報を相互に照会・提供できる情報提供ネッ
トワークシステムの管理者が総務大臣から内閣総理大臣
となることから、関係する規定を整備するほか、所要の
規定を整備するものです。

【反対討論】
　・国のデジタル関連法案では、行政がもつ個人情報を企業が利活用しやすい仕組みにする 
    ことを目的に、行政、民間、独立行政法人で別建てであった個人情報保護法制を一元化し、 
    自治体の個人情報保護制度に全国共通のルールを設けることとされた。プライバシーを 
　　守る権利は憲法が保障する基本的人権である。自治体独自の個人情報保護の取り組みを 
　　制限しようとする国の法改正に基づく条例改正には反対する。

 議案第 73 号　教育委員会の委員任命につき同意を求めるに

              ついて（和
 わ だ  いくみ

田郁美氏）
○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × ○ ○

議

長
○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 同　意

（議長は表決しません）
賛 否 が 分 か れ た 議 案賛 否 が 分 か れ た 議 案

公…公 明 党　　次…次世代政策会議　　無…無所属クラブ
共…日 本 共 産 党　　維…大阪維新の会
誠…誠 和 ク ラ ブ　　未…きしわだ未来　　○…賛成 ×…反対

主
旨
主
旨

全 会 一 致 で 可 決 し た 議 案全 会 一 致 で 可 決 し た 議 案

○
本
会
議
の
様
子
を
テ
レ
ビ
岸
和
田
、
ラ
ヂ
オ

き
し
わ
だ
で
放
送
し
ま
す
。
詳
細
は
各
放
送

局
の
ウ
ェ
ブ
サ
イ
ト
を
ご
確
認
く
だ
さ
い
。

　

ま
た
、
委
員
会
は
市
議
会
ウ
ェ
ブ
サ
イ
ト
で

生
中
継
し
ま
す
。

※
傍
聴
さ
れ
る
方
は
、
当
日
、
市
役
所
新
館

３
階
議
会
受
付
へ
お
越
し
く
だ
さ
い
。

1212
月
定
例
会
の
日
程
（
予
定
）

月
定
例
会
の
日
程
（
予
定
）

12
月

８
日(

水)

10
時

９
日(

木)

10
時

本
会
議

10
日(

金)

10
時

14
日(

火)

10
時

文
教
民
生
常
任
委
員
会

15
日(

水)

10
時

事
業
常
任
委
員
会

16
日(

木)

10
時

総
務
常
任
委
員
会

17
日(

金)

10
時

庁
舎
建
設
特
別
委
員
会

20
日(

月)

10
時

予
算
常
任
委
員
会

21
日(

火)

10
時

本
会
議

件　　名

○ 認 定 第 １ 号

○ 認 定 第 ２ 号

○ 認 定 第 ３ 号

○ 認 定 第 ４ 号

○ 議 案 第 59 号

○ 議 案 第 60 号

○ 議 案 第 61 号

○ 議 案 第 63 号

○ 議 案 第 64 号

○ 議 案 第 65 号

○ 議 案 第 66 号

○ 議 案 第 67 号

○ 議 案 第 68 号

○ 議 案 第 69 号

○ 議 案 第 70 号

○ 議 案 第 71 号

○ 議 案 第 72 号

○ 議 案 第 74 号

○市議案第５号

令和２年度岸和田市決算認定を求めるについて (一般会計及び各特別会計 )

令和２年度岸和田市上水道事業会計決算認定を求めるについて

令和２年度岸和田市下水道事業会計決算認定を求めるについて

令和２年度岸和田市病院事業会計決算認定を求めるについて

専決処分の承認を求めるについて

（令和３年度岸和田市一般会計補正予算（第７号））

専決処分の承認を求めるについて

（令和３年度岸和田市病院事業会計補正予算（第１号））

岸和田市有功者の表彰につき同意を求めるについて

岸和田城条例の一部改正について

岸和田市特定道路の構造に関する基準を定める条例の一部改正について

令和３年度岸和田市一般会計補正予算（第８号）

令和３年度岸和田市国民健康保険事業特別会計補正予算（第１号）

令和３年度岸和田市介護保険事業特別会計補正予算（第２号）

令和３年度岸和田市病院事業会計補正予算（第２号）

令和２年度岸和田市上水道事業会計未処分利益剰余金の処分について

令和２年度岸和田市下水道事業会計未処分利益剰余金の処分について

高石市と岸和田市との間における埋蔵文化財に係る事務の委託に関する

協議について

財産取得について（大型提示装置）

令和３年度岸和田市一般会計補正予算（第９号）

コロナ禍による厳しい財政状況に対処し地方税財源の充実を求める意見書

そ
の
他
の
質
問

そ
の
他
の
質
問  

○
学
校
の
バ
リ
ア
フ
リ
ー
化
と
イ
ン
ク
ル
ー
シ
ブ
教
育

○
学
校
の
バ
リ
ア
フ
リ
ー
化
と
イ
ン
ク
ル
ー
シ
ブ
教
育

コロナ禍による厳しい財政状況に対処し 

地方税財源の充実を求める意見書（要旨）

　地方自治体では、コロナ禍や防災・減災な

どの喫緊の課題への対応のほか、社会保障関

係経費や公共施設老朽化対策費などの増大に

より、巨額の財源不足が避けられない状況で

ある。よって、令和４年度地方税制改正に向

け、国に対し下記事項の実現を要望する。

１. 社会保障関係経費が増加傾向にあること

を考慮し、地方一般財源総額を十分に確

保すること

２. 市の基幹税である固定資産税の制度の根

幹を維持するとともに、感染症緊急対策

として講じた家屋・償却資産に係る減額

措置を期限で終了すること

３. 土地に係る固定資産税の課税標準額を前

年度と同額とする負担調整措置を今年度

限りとすること

４. 自動車税・軽自動車税の環境性能割の臨

時的軽減のさらなる延長はしないこと

５. 炭素に係る税を創設または拡充する場合

には、地方にも税源配分すること

開
催
日

開
催
日

時
間
時
間

11
月
19
日(

金)

12
月
22
日(

水)

午
前
10
時

１
月
17
日(

月)

※
傍
聴
さ
れ
る
方
は
、
市
役
所
新
館

　

３
階
議
会
受
付
へ
お
越
し
く
だ
さ
い
。

※
３
分
科
会
同
時
開
催
で
す
。

開
催
し
ま
す

開
催
し
ま
す

政
策
討
論
会
を

政
策
討
論
会
を

第
一
分
科
会

　

…
市
民
セ
ン
タ
ー
の
役
割

第
二
分
科
会

　

…
登
録
・
指
定
文
化
財
及
び

　
　

文
化
的
・
歴
史
的
文
化
財

　
　

の
保
護

第
三
分
科
会

　

…
本
市
の
自
然
保
全
エ
リ
ア

　
　

の
あ
り
方


